


















法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 181(1058)
(１) 過去 ｢医療法｣ に基づいて ｢医療人｣ と名づけてきたが, ｢保健医療
人｣ とは最近医療行為の分野（範囲）の拡大により ｢医療法｣ 上の医療人
(医師・歯科医師・韓医師・助産師および看護師)・看護助務師, ｢医療技

















ない, いわゆる ｢不可抗力による医療事故｣ も避けられないので, それを




法｣ を改正して ｢医療審査調停委員会｣ を設けたこともあり, 患者側から
医療紛争の解決のために, 時間的かつ費用的 ｢経済性｣ を念頭において刑
法上の ｢業務上過失致傷罪｣ の責任を問うといった行動により医師側を圧
迫する傾向が如実に現れ, 結局, 医療界から ｢刑事処罰特例法｣ の制定要




なくなかった｡ 以上のような傾向を土台にして, 韓国の第18代国会 (2008
～2012年) において保健福祉家族委員会はこれまでの多様な議員立法案
と政府案を総合的に検討し代案として ｢医療事故被害救済および医療紛争


























182(1057) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(４) 金敏圭, ｢医療紛争の裁判外処理制度に対する比較法的考察｣ (以下,
｢医療紛争の裁判外処理制度｣ という), 法理論と実務第５輯, 法理論と実
務学会, 2001, 81頁以下参照 (韓国語)｡
(５) 金敏圭, 上掲 ｢医療紛争の裁判外処理制度｣ 論文, 108頁など参照；
金敏圭, ｢医療事故に対する無過失補償提案｣, 東亜法学第17号, 東亜大・
法学研究所, 1994, 107頁以下も参照 (韓国語)｡
議決し, いよいよ2011年３月11日国会の本会議においても議決されるに
至った｡ ｢医療紛争調停法｣ は, 上述の医療紛争解決のためのＡＤＲとし
て ｢調停｣ 制度と ｢仲裁｣ 制度を設けており, ｢不可抗力による医療事故｣
について, その範囲は限定的ではあるものの, ｢分娩医療紛争事件｣ に対
する ｢医療事故補償事業｣ を実施することとなっている｡ かような立法態
度は, 医療紛争解決のための時間的・費用的 ｢経済性｣ を狙っているのみ
ならず, 分娩事故に対する無過失補償制度を導入することによって, 一石
二鳥の効果を図ったものともいえる｡ このような業務を遂行するために新
たに ｢韓国医療紛争調停仲裁院｣ (以下, ｢調停仲裁院｣ と略称する) を新
設することとした｡
本稿においては, まず ｢医療紛争調停法｣ の誕生の背景ともいえる医療
過誤訴訟の増加の現況を把握するために, 韓国と日本の医療過誤訴訟の第
一審新受事件の増加現状とその件数の比較を通じて両国の事情を掴んでみ
る｡ そして, ｢医療紛争調停法｣ の制定過程とその主な内容を検討すると











法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 183(1056)
(６) 韓国における医療過誤訴訟の増加現状について, 韓国社会における特




と比べ約４割程度に過ぎない点を考えれば, なおさらである ｡ ところが,
医療過誤訴訟は, 終局的に解決されるまで非常に時間がかかるという点か
ら当事者双方共に疲弊してしまう｡ また, 終局的には患者側が勝訴したと










































184(1055) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(７) 李庸吉, ｢韓国における医療紛争の動向と問題状況 (一)｣, 龍谷法学
第41巻第３号, 2008, 35頁参照｡ また, 韓国の医療過誤訴訟の実態と立法
過程については, 李庸吉, 上掲 ｢韓国における医療紛争の動向と問題状況
(二・完)｣, 176頁以下にも詳しく紹介されている｡
(８) 金鍾斗, ｢沈在哲議員代表発議；医療紛争調停および被害救済に関す
る法律案―検討報告書｣ (以下, ｢検討報告書｣ という), 国会保健福祉家
族委員会, 2009, 17頁｡





1981年12月31日 ｢医療法｣ の改正により, いわゆる ｢医療紛争審査調
停委員会｣ が新設された｡ 当時の ｢医療法｣ 第５章の２ [紛争調停] 第54
論
説
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 185(1054)




の 『過失判断構造』 を素材にして─｣ (以下, ｢日本民事法研究に対する批
判的考察｣ という), 比較私法第12巻第１号, 韓国比較私法学会, 2005,
28頁参照 (韓国語)｡ また, 金敏圭, ｢韓国における医療過誤訴訟の実態と
医療紛争解決方案｣ (以下, ｢医療紛争解決方案｣ という), 比較私法第10









1989 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99
韓国 69 84 128 75 179 208 179 290 399 542 508
日本 369 352 356 371 442 506 488 575 597 632 678
年度
国家
2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12
韓国 519 666 671 755 802 867 979 766 748 911 871 876 ─
日本 795 824 906 1003 1110 999 913 944 876 732 791 767 ─
条の２以下において ｢医療行為によって生じた紛争を調停するために保健
福祉部長官所属の下に ｢中央医療審査調停委員会｣ を, 市と道の所属の下





第54条の２第３項)｡ ｢中央医療審査調停委員会｣ と ｢地方医療審査調停
委員会｣ は, 紛争調停申請を受け付けた後90日以内に調停案を作成し当
事者に提示するようになっていて, その効力は民事訴訟法上の和解調書と
同一の効力を持つこととなっていた (当時の ｢医療法｣ 第54条の７参照
(11)
)｡
ところが, 上記の ｢医療審査調停委員会｣ は医療紛争の解決にはほぼ機
能し得なかった｡ たとえば, 1982年から1995年まで15年間, ｢医療審査調
停委員会｣ には総計で15件が受け付けられ, ２件のみが調停に至り, 残
りの13件中８件は当事者の拒否によって不成立, ５件は却下された｡ もっ
と酷いのは, 2000年以後調停の実績が皆無である｡ 特に, 2004年から2008
年までの実績を見れば, 下記の＜表２＞から分かるように, ｢中央医療紛
争審査調停委員会｣ に申請された件数は2005年１件に過ぎず, ｢地方医療
紛争審査調停委員会｣ の場合にも, ５年間で, 総数117件が調停申請され































186(1053) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(11) 金敏圭, 上掲 ｢医療紛争解決方案｣ 論文, 246頁以下参照｡













第二は, ｢医療審査調停委員会｣ 制度について, 司法機関はまったく関
論
説
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 187(1052)
(13) 金敏圭, 前掲 ｢医療紛争解決方案｣ 論文, 247頁注23)参照 (ある ｢道｣
には申請が受け付けられたケースはあったものの, 調停は成立せず, また




28件が受け付けられ, 調停成立３件, 却下10件, そして棄却などが15件で
あったという (金敏圭, 前掲 ｢医療紛争解決方案｣ 論文, 247頁注25)参照
―保健福祉委員会, ｢医療紛争調停法案 (２件) 検討報告書｣, 1997, 参照)｡
(14) 金鍾斗, 前掲 ｢検討報告書｣, 12頁｡





2004 2005 2006 2007 2008
中央 地方 中央 地方 中央 地方 中央 地方 中央 地方
申 請 118 ─ 22 1 41 ─ 30 ─ 16 ─ 8
調 停 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
却 下 10 ─ ─ 1 3 ─ 2 ─ 4 ─ ─
棄 却 2 ─ ─ ─ 1 ─ 1 ─ ─ ─ ─
合 意 43 ─ 14 ─ 13 ─ 12 ─ 2 ─ 2
その他(調停
拒否など) 63 ─ 8 ─ 24 ─ 15 ─ 10 ─ 6
与せず, さらに当委員会が行政機関 (市・道) に所属していたので, 当委
員会から出された調停案に対する説得力を得られなかったという点である｡
いずれにせよ, 調停制度は法官などの法律専門家が介入する準司法的調停




第三は, ｢医療審査調停委員会｣ は機関の副機関長が委員長となり, 委
員は医療人団体から推薦された医療人, 法曹人・言論人, 医療行政に関す
る学識と経験の豊かな者として医療人でない者, ７人以上15人以下で構
成されたので (1982年当時の ｢医療法施行令｣ 第22条参照), 委員長並び
に委員の専門性が確保されなかったという点である｡
 法院における ｢医療専担部｣ の設置・運営





































188(1051) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(16) 金敏圭, 前掲 ｢医療紛争解決方案｣ 論文, 268頁以下参照｡ 同旨：安
貴玉, ｢医療紛争の解決法制化について｣ (電子ジャーナル：金敏圭, 前掲
｢医療紛争解決方案｣ 論文, 248頁注26)参照)｡
(17) ソウル高等法院にも ｢医療専担部｣ を設け医療訴訟においての調停制


















268条参照) を問う傾向が少なくなかったので, 1988年には ｢大韓医学協
論
説
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 189(1050)
(18) 2006年11月13日法律新聞の報道によれば, ソウル中央地方法院には民
事第15部と第18部が ｢医療専担裁判部｣ になっているという (https://
www.lawtimes.co.kr /LawNews /NEwsAccs /ArticlePrint.aspx?serial=22882：




あった｡ ところが, この調停成功率は ｢医療専担部｣ からの調停件数のみ
ならず通常の民事本案事件を民事調停委員会に回して調停が成功した件数





｣ から ｢医療事故処理特例法｣ 制定の要求が強まって議員立法案として
提案されたが, 立法の段階までには至らなかった｡
 その後, 1990年３月 ｢大韓医学協会｣ と ｢大韓病院協会｣ から共
同で韓国の実情に相応しい医療被害救済制度のモデルを開発するよう研究
課題用役を依頼し, 1991年に ｢医療事故被害救済法案｣ を政府へ立法請
願したが, 政府も当時既に1990年から医療紛争に対する法案検討に着手
していたので, それも参考にしつつ, いよいよ1994年第14代国会 (1992
～1996年) に調停前置主義, 刑事処罰特例, 医療賠償共済組合の設立お
よび加入義務化などを主な内容とする ｢医療紛争調停法案｣ を政府案とし




 第15代国会 (1996～2000年) に入っても議員立法案として医療紛
争の補償範囲を不可抗力による事故に制限し, さらに反意思不罰主義, 刑
事処罰特例, 調停前置主義, 患者診療妨害, 実力行使に対する規制および

































190(1049) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(19) ｢大韓医学協会｣ は, 1995年５月第47次定期代議員総会にて ｢大韓医
師協会｣ に名称を変更した｡
｢医療紛争調停法案｣ が議決され, 大統領に建議したことがある｡ これも
また立法化には至らなかった｡
 第17代国会 (2004～2008年) のときにも, 2005年に二つの議員立
法案と2006年に一つの議員立法案が提案されたが, 2007年８月29日国会
法案審査小委員会から上記の三つの法案を廃棄し新たな法案を作り出そう






法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 191(1048)








































































































採択 採択 採択 採択 採択 不採択





































192(1047) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(21) ｢実力行使｣ とは, 暴言 (騒乱)・病院占拠 (篭城)・器物破損などを
意味するが, 若干古い資料であるものの, 1990大韓医師協会の共済会に受
け付けられた件数については, 李庸吉, 前掲 ｢韓国における医療紛争の
動向と問題状況 (一)｣ 論文, 39頁以下参照｡
(22) 崔英姫議員代表発議, ｢医療事故被害救済に関する法律案｣ (2009年５
月)；沈在哲議員代表発議, ｢医療紛争調停および被害救済に関する法律案｣












































採択 採択 削除 削除 削除 削除
第三者介入
禁 止








但し, ｢不可抗力のよる分娩医療事故補償｣ (同法第46条) と ｢調停成立
などに基づく被害者反意思不罰主義｣ (同法第51条) は公表後２年経過し
た日から施行することとなっている｡ しかし, 同法の公表後１年間の準備




｢医療紛争調停法｣ 第１条は, ｢この法は, 医療紛争の調停および仲裁
などに関する事項を定めることによって医療事故による被害を迅速・公正
に救済し, 保健医療人の安定的な診療環境を造成することを目的とする｣
といい, 医療事故による被害者の救済 (調停および仲裁など) と医療人に
とっても安定的な診療行為を行えること, といった二つの目的を明記して
いる｡ この目的規定から従来社会問題として浮かび上がっていた ｢医療被
害者の救済方法の簡便化｣ と医療事故による ｢医療人負担の軽減化｣ を図っ
ていることが分かり得る｡
ここで, ｢医療事故｣ というのは, 保健医療人 (｢医療法｣ 第５条による
論
説
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 193(1046)
(24) 朴俊秀, 前掲論文, 153頁以下参照｡











療紛争調停法第２条第１号)｡ このような ｢医療事故｣ の概念定義から見
れば, 医療紛争調停法上の ｢医療事故｣ とは, 従来の ｢医療過誤｣ と ｢薬
害事故｣ の概念を包括する概念として使われていると, 一応解すべきであ
ろう｡ しかし, 従来の ｢薬害事故｣ の概念から医薬品製造者の責任に関す
る問題は除かれている｡ というのは, 製薬会社の責任は依然として製造物
責任あるいは不法行為責任の問題として取り扱うという基本構想に立って
いるようである (同法施行令第16条第２項第１号)｡ もちろん, 医療紛争
の調停手続を進行した結果, 医療人の過失は認められず ｢物｣ の欠陥によ


































194(1045) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)











｢調停仲裁院｣ は, 独立した法人とし, 大統領令により支部を設置する








② 医療紛争に対する ｢調停｣ と ｢仲裁｣




に関する学識と経験の豊かな者を2名以上含むこと) (以下, ｢法曹人｣ と
いう), ５分の１は保健医療に関する学識と経験の豊かな者として保健医
療人団体または保険医療機関団体から推薦された者 (外国の保健医療に関
する学識と経験の豊かな人を２名以上含むこと) (以下, ｢保健医療人｣ と
いう), ５分の１は消費者権益に関する学識と経験の豊かな者として ｢非
営利民間団体支援法｣ 第２条に基づく非営利民間団体から推薦された者




法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 195(1044)
た者として保健医療人ではない者 (以下, ｢専門研究者｣ という) を任命
または委嘱しなければならない (同法第20条第２項)｡ また, 調停委員会
は５名の調停委員で構成され, 分野別, 対象別または地域別に ｢調停部｣
を設けて運営することができ, 調停委員の業務を補佐するために弁護士な




医療紛争の当事者または代理人は, ｢調停｣ を申請するか ｢仲裁｣ を申
請するか, それは選択しうるが, ｢調停｣ 手続進行中においても ｢仲裁｣
申請は可能である (同法第43条第２項)｡ ｢調停｣ を申請した場合に, ｢調
停部｣ は申請日から90日以内 (一回に限って30日まで延長可能) に調停






めて成立するので (同法第36条第３項), 必要的前置主義ではない (同法
第40条)｡ 調停が成立した場合に, それは ｢裁判上の和解｣ と同一の効力



























196(1043) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(27) 医療紛争調停法第23条第７項において ｢弁護士など大統領令が定める






しなければならず, その調停調書も ｢裁判上の和解｣ と同一の効力を持つ
(同法第37条)｡ さらに, ｢調停｣ 手続について定めのない場合には, ｢民
事調停法｣ を準用する (同法第39条)｡
ところが, ｢仲裁｣ 制度は, 当事者が紛争に関する調停部の終局的決定
に従うことを書面で合意してから申請し, 当事者の合意によって調停部を
選択することができる (同法第43条第１, ３項)｡ ｢仲裁｣ の手続は上記
の ｢調停｣ の手続にまず従うが, 補充的に ｢仲裁法｣ を準用し (同法第43
条第４項), ｢仲裁判定｣ は ｢確定判決｣ と同一の効力を持つ (同法第44
条第１項)｡ さらに, 仲裁判定に対する不服と仲裁判定の取消については,
｢仲裁法｣ 第36条を準用するので (同法第44条第２項), 法院に ｢仲裁判
定取消の訴｣ を提起する方法しかない｡





鑑定団 (以下, ｢鑑定団｣ という｡ 医療紛争調停法第25条第１項) を設置











法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 197(1042)
する｡ すなわち, 鑑定委員の資格は, 医師専門医の資格を取得した後２
年以上経過した者や歯科医師または韓医師の免許取得後６年以上経過した





ているか勤めていた者 (市民団体人), である (同法第26条第２項)｡ さ







薦された者 (保健医療人は除外) (２名), で構成され, 院長が委嘱する
(同法第26条第３項)｡ そして, 鑑定部は, 保健医療人２名, 法曹人


































198(1041) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(28) 医療紛争調停法第26条第12項において ｢大統領令から定める者｣ とは,
1.弁護士, 2.｢医療法｣ 第２条による医師, 歯科医師, 韓医師または看護
以上, ｢調停仲裁院｣ の組織図を表すと, 以下の＜図１＞のようである｡
論
説
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師, 3.｢薬師法｣ 第２条による薬師または韓薬師, 4.｢医療技師などに関す


























































まず第一は, 一般の ｢医療過誤事故｣ に対しては, やはり過失責任主義




の原則は仲裁にも準用され, ｢調停｣ であれ ｢仲裁｣ であれ同様である
(同法第43条第４項)｡ このような ｢医療過誤事故｣ については, 保健医
療人団体および保健医療機関団体から医療事故に対する賠償を目的とする
｢医療賠償共済組合｣ (法人) を設立・運営することができ, 当 ｢共済組合｣
は医療事故に対する賠償金を支払う ｢共済事業｣ を運営しなければならな
い (同法第45条第１～３項)｡ 但し, 保健医療機関開設者は自己の所属し
ている保健医療人団体および保健医療機関団体の共済組合の組合員として
加入することが義務付けられてはいない (同法第45条第４項)｡
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(30) 医療紛争調停法施行令第18条 (補償審議委員会の構成) ①法第46条第
１項による医療事故補償審議委員会 (以下, ｢補償審議委員会｣ という)
は, 委員長１名を含め７名の審議委員をもって構成する｡
②補償審議委員会の委員長は, 審議委員の中から院長が任命する｡






















(31) 医療紛争調停法施行令第22条 (補償の範囲) 法第46条第１項による医






(32) ｢分娩医療紛争事件｣ に対する補償事業は, 2013年４月８日から施行
された｡
(33) 医療紛争調停法施行令第21条 (補償財源の分担比率など) ①法第46条









② 調停仲裁院の代払 (仮払) 制度
医療事故による被害者が, 以下のような手続によって一定の賠償金が確
定されたにもかかわらず, 当該の金員の全部または一部を受けていないと
きには, 調停仲裁院に未払金に対する代払 (仮払) を請求することができ
る (同法第47条第１項)｡ すなわち, 賠償金代払請求は, 調停が成立し
たときまたは仲裁判定が下されたとき, そして調停手続中合意に至り調停


























































 医療紛争解決の手段として ｢調停｣ と ｢仲裁｣ 制度の二元化
韓国の ｢医療紛争調停法｣ の中には, ｢調停｣ 制度と ｢仲裁｣ 制度とい




法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 203(1036)
3.法第47条第１項第３号に該当する場合：執行権原の作成日｡ 但し, 執行
権原が判決であるときには判決確定日とする｡






























構造をとっているので, 本来の ｢調停｣ 制度の本質を生かしていると考え
ても良かろう｡
しかし, ｢医療紛争調停法｣ 上の ｢仲裁｣ 制度は, 当事者の仲裁合意に
基づいて仲裁申請が行われるという点から ｢仲裁｣ 制度の本質に適うもの
とはいえるが, ｢調停｣ 制度と比べて見ると, 調停仲裁院の中の ｢調停部｣





























204(1035) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(36) 金敏圭, 前掲 ｢医療紛争解決方案｣, 253頁以下参照｡
(37) 金敏圭, 前掲 ｢医療紛争解決方案｣, 255頁以下参照｡
(38) 韓国の民事調停制度は, 調停 (mediation) と仲裁 (arbitration) が結
合した調停仲裁 (med-arb) と類似の性質をもっているという見解がある
(金東沃, ｢韓国 『法院民事調停センター』 の調停｣, 東アジアの民事調停
制度に関する比較研究＜資料＞, 釜山法院民事調停センター・東亜大法学
研究所共同開催, 2010年７月10日, 23頁参照)｡ さらに, 純粋なる民間型
ＡＤＲは紛争解決に現実的な限界があり, 法院が関与しないＡＤＲについ
ては否定的な認識が強いので, 韓国のＡＤＲは ｢訴訟代替手段｣ ではなく
｢判決代替手段｣ として運営するのが現実であるともいう (24頁参照)｡ こ
のような観点から考えれば, ｢仲裁｣ 制度も ｢調停｣ 制度と結合した類型
として運営するという構想も理解できないことではなさそうである｡ した
がって, 韓国の ｢法院民事調停センター｣ は ｢司法型ＡＤＲ｣ を志向して
いるといえる (24頁)｡ しかし, ｢医療紛争調停法｣ 上の ｢調停｣ と ｢仲裁｣
制度は ｢調停仲裁院｣ という独立法人に所属しているので裁判への移送ま
は, 当事者が調停決定に同意したときに始めて成立するが, ｢仲裁｣ の場
合には仲裁判定に不服を申し立てたり, または取消すといった場合, その
要件が非常に限定されている (同法第44条第２項参照)｡ したがって, 同
一の機関 (調停仲裁院) に設けられている ｢調停部｣ から下される判断
(決定であれ判定であれ) であるにもかかわらず, 当事者は ｢調停｣ より
｢仲裁｣ の場合にその判定に非常に拘束されるという結果を生んでしまう｡










などを中心に構成する) と比較して見れば, ｢医療紛争調停委員会｣ に市
民団体から参加することは意外に思われる｡ それ故, 最近の韓国実情を覗
いて見る必要がある｡ いわゆるＮＧＯ (Non-Governmental Organization)
の概念は, 各国の歴史的背景, 政治・文化的環境と政治体制の性格などに
よって異なり, 韓国においてのＮＧＯはＮＰＯ (Non-profit Organization)
論
説
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たは復帰はできないので, ｢司法型ＡＤＲ｣ とはいえずまた完全なる ｢民
間型ＡＤＲ｣ ともいえない｡ 形式的に見れば, 保健福祉部長官の下に設置
されている ｢行政型ＡＤＲ｣ というのが率直なところであろう｡ 李ベキュ,
｢医療紛争調停法上の主要争点と改善方案｣, 2011年韓国医療法学会春季学
術大会＜資料＞, 2011.5, 91頁注3)も参照 (韓国語)｡
(39) アメリカ・ドイツ・日本などの様々な裁判外の医療紛争解決機構は医











































206(1033) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(40) 崔豪, ｢韓国の地域ＮＧＯの役割と機能に対する再考｣, 韓国地域革











政治学修士論文 (慶尚大・行政大学院), 2009, ２頁)｡
(42) 金載訓, 上掲論文, 40頁参照｡ 代表的なＮＧＯ団体としては, 経済正
義実践市民連合, 環境運動連合, 参与連帯などを挙げることができる｡ ま
た, 既に立法により消費者の権益を保護するために ｢公正取引委員会｣ の
下に ｢韓国消費者院｣ が独立法人として設立され, ｢消費者の不満処理お









ることは, 医事法上の難題であることは, 周知のとおりである｡ したがっ
て, 韓国の ｢医療紛争調停法｣ の制定に当たって, 医療紛争調停仲裁制度
を設けると同時に帰責事由と因果関係を究明し医療紛争の迅速・公正なる
解決を支援するために ｢医療事故鑑定団｣ を設け, それも ｢調停仲裁院｣
の内部に設置し調査結果に基づいて ｢鑑定書｣ を作成して ｢調停部｣ に送
付することとなっている (医療紛争調停法第25条第１項および第28～29
























｢監督｣ 機能を持っている点が他の非営利法人とは異なる｡ すなわち, 保
健福祉部長官は ｢調停仲裁院｣ を指導・監督し, 必要とするときには ｢調
停仲裁院｣ に対してその事業に関する指示または命令を下すこともできる｡



















































ては公務員として取り扱われる (同法第17条)｡ さらに, 調停委員は仲裁
業務をも担っているのでなおさらである (同法第43条)｡
以上のような公務員扱いは, その職務の法的性質から公正なる職務行為







上述したように, ｢医療事故鑑定団｣ は医療紛争の事実調査, 医療行為な
どを巡る過失の有無と因果関係の究明そして後遺障害の発生有無を確認す
ることを主な業務としており (同法第25条第３項), 調停決定書には事
件番号と事件名, 当事者および代理人の姓名と住所, 決定主文, 申
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(43) 調停委員などが公務員として擬制されるといっても, 賄賂および賄賂
斡旋の罪以外には公務員に関する法令が適用されないので, 国家賠償法は
適用されないといえよう (金東沃, 前掲資料, 24頁以下参照)｡
医療事故に対する ｢賠償｣ を目的とする ｢医療賠償共済組合｣ を─法人化
して─設置・運営すべき旨を定め (同法第45条第１, ２項), 義務付け
ている (同法第45条第３項)｡
さらに, 医療事故被害者が損害賠償金を受け取ることができなかったと




｢医療紛争調停法｣ は, 調停が成立したとき (同法第36条第３項), ま
たは調停の手続中合意に達し調停調書が作成されたとき (同法第37条第









































210(1029) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(44) ｢医療紛争調停法｣ 第51条も, 2013年４月８日から施行された｡
罪｣ の公訴免除規定は適用されないという点に注意すべきである (同法第
51条第１項但書)｡


























法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 211(1028)
それによって医療界から産婦人科を忌避する傾向が表面化している｡ した





)｡ ところが, かような ｢分
娩医療紛争事件｣ についての財源は, 国家が70％を負担し, 分娩実績を
有する保健医療機関開設者が30％を負担することとなっている (同法施
行令第21条第１項)｡ さらに, ｢分娩医療紛争事件｣ に対する補償の範囲
は, 分娩過程において生じた脳性麻痺, 分娩過程においての産婦また






｢医療紛争調停仲裁制度｣ は, 2012年４月８日から施行され, 現在やっ
と１年が経過した段階であるので, その実績を把握・評価することは, ま
だ時期尚早の感は否めないながらもこれまで ｢調停仲裁院｣ が報道資料と






























212(1027) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
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全体 804 299 196 98 35 27 2 64 14 20 103
※開始：被申請人の同意により調停手続の開始, 合意：当事者の合意により調停調書の作成
仲裁判定1件が含まれている｡
なっている｡ ところが, ｢調停｣ 制度は, 法官 (法院) の介入により相互
了解を通じて紛争を解決するのがその目的であり (韓国民事調停法第１,
２, ７条参照), ｢仲裁｣ 制度は元来法官 (法院) の介入を, 可能な限り,
自制し (韓国仲裁法第６条), 仲裁人 (対象別の専門家) の専門能力を生
かして紛争の解決を図るのがその目的である｡ したがって, ｢仲裁｣ の場
合には, 当事者の合意により管轄法院, 仲裁手続と仲裁地などを指定し,
仲裁人も選定するようになっている (韓国仲裁法第７, 12, 20, 21条)｡
ところが, ｢医療紛争調停法｣ における ｢仲裁人｣ は医療事故調停委員
会に予め構成されている ｢調停部｣ を選ぶこととなっていて, 申請人の仲
裁人選定権を保障しない (医療紛争調停法施行令第17条)｡ それにもかか
わらず, 仲裁を合意した当事者は, ｢仲裁判定取消の訴｣ を提起しない限
り, ｢調停部｣ の ｢仲裁判定｣ に拘束される (医療紛争調停法第44条第２
項, 仲裁法第36条)｡ したがって, ｢調停｣ 申請より ｢仲裁｣ 申請の場合
には, 当事者にとって入口から ｢仲裁判定｣ について少なからぬ不安と精
神的負担を強いられることにもなる故, ＜表４＞から明らかなように, 申
























































｢医療紛争調停法｣ は, ｢分娩医療紛争事件｣ について ｢医療事故補償
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(47) 金敏圭, 前掲 ｢医療紛争解決方案｣, 247頁以下参照, 249頁の ｢※加
入種別, 納付金および補償限度額｣ 参照｡
(48) 金敏圭, 前掲 ｢医療紛争解決方案｣, 250頁参照｡
(49) もちろん, 韓国にも大韓医師会と保険会社の協議によって医師責任保
険が商品化されているが, それも任意的な保険制度である｡ しかし, 最近
は医師責任保険に加入する医師の数も増えているようであるが, かえって
保険会社がそれほどありがたく思わないと言われている｡ 民間保険会社に
よる医師賠償責任保険については, 李庸吉, 前掲 ｢韓国における医療紛




ず, 分娩医療事故に限定している点, また分娩医療事故も必ずしも ｢分娩
過程において｣ 生じることではなく, 分娩後, 小児科との医療体制如何に
よって生じうる問題でもある
(50)




｡ また, 分娩に携わる ｢産科｣ と新
生児を引受ける ｢小児科｣ の業務は接していて脳性麻痺の結果が生じたと





























216(1023) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)






(2012－09－24：登録, 2013年２月６日アクセス)｡ ところが, 今のところ
｢不可抗力による医療事故補償｣ の対象に対する検討 (補完) 作業は未だ
になされていない｡
(51) ヤンガンモ, ｢産婦人科医師達の理由のある反抗｣ (以下, ｢産婦人科
医師達の理由のある反抗｣ という), http://www.koreahealthlog.com/
plugin/print/?id=4008 (2011年11月９日搭載：2013年２月14日アクセス)｡










さらに, ｢医療事故補償事業｣ に関する当初の議論段階においては, 政
府からの出捐金をもって不可抗力による医療事故に対して補償するという














提起されているとき, 既に当該紛争事項に対して ｢消費者基本法｣ 第60
論
説
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察義務の違反有無が共に問題となり, 産科の分娩過程における胎児の胎便
吸入の可能性に関する判断・告知義務と小児科医師の異物質の排出措置義













請を却下すると定めている (同法第27条第３項)｡ の場合には ｢医療紛
争調停法｣ が必要的調停前置主義をとっていないので当然であり, の場
合には医療事故でない調停申請は ｢調停仲裁院｣ の業務範囲 (同法第８条)
外のものであるから却下することは当然である｡ 問題はの場合であって,




｡ さらに, 調停業務だけでなく, ｢消費者基本法｣ 第67条
第３項によって消費者紛争調停委員会から調停調書が作成されたときには,
｢損害賠償金の代払｣ 業務も ｢調停仲裁院｣ が引き受けている (医療紛争
調停法第47条第１項第２号)｡































218(1021) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
(56) 韓国において消費者の権益を保護するために1980年１月４日法律第
3257号により ｢消費者保護法｣ が制定され1982年９月13日から施行された｡
その後1986年12月31日全部改正 (法律第3921号, 1987年４月１日施行) に
より ｢韓国消費者保護院｣ が法人として設立され, ｢消費者紛争調停委員
会｣ が設けられた (｢経済企画院長官｣ の承認事項)｡ ところが, ｢消費者
保護法｣ は2006年９月27日法律第7988号によって ｢消費者基本法｣ として
生まれ変わり2007年３月28日から施行されるようになった｡ また, 同法第
33条により ｢韓国消費者院｣ が法人として設立され, 韓国の ｢公正取引委
員会｣ の下で活躍している｡ 以上についての詳しい内容は, 李庸吉, 前掲
｢韓国における医療紛争の動向と問題状況 (一)｣ 論文, 60頁以下参照｡
命・身体および財産上の危害から消費者を保護することであり (同法第２,
３条), 同法には ｢消費者紛争調停委員会｣ を設けている (同法第60条以
下)｡ 上述の ｢消費者基本法｣ の制定目的と適用対象から考えれば, 医療
紛争についての調停業務が ｢消費者基本法｣ の適用範囲に含まれるかどう
かが, まず問われる問題であろう｡ しかも, 医師と患者の関係を事業者と
消費者との関係と等置することは何か明快に受け入れられず, さらに物品
の製造などから生じる被害者の保護という観点からも接近しがたく思われ










紛争調停委員会｣ を運営する現時点において, ｢韓国消費者院｣ の ｢消費
者紛争調停委員会｣ と ｢調停仲裁院｣ の ｢医療紛争調停委員会｣ を両立す
る必要があるか, またそれは屋上屋を架すのではないかという疑問を呈さ
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(57) 韓国消費者院の医療被害救済現状については, 李庸吉, 前掲 ｢韓国
における医療紛争の動向と問題状況 (一)｣ 論文, 60頁以下参照｡ 1999年
以後韓国消費者院が処理した事件は概ね小額の賠償事件に集中している
(63頁参照)｡
(58) 当時 ｢韓国消費者保護院｣ が医療事故による紛争事件の調停業務まで
行うようになった背景には, また当時 ｢医療法｣ 上の ｢医療審査調停委員
会｣ がまともに機能しえなかったので, 1998年12月 ｢消費者保護法｣ の改
正によって医療紛争調停業務を遂行するようになった点にも注目する必要
がある｡
員会｣ の機能を優先すべきであるにもかかわらず, 上記ののように ｢既
に当該紛争事項に対して消費者基本法第60条による消費者紛争調停委員




ちなみに, ｢消費者基本法｣ 第35条第２項第２号は, ｢その他の法律の
規定に基づいて設置された専門性の要求される分野の紛争調停機構に申請
された被害救済などとして大統領令で定める被害救済｣ については, 韓国
消費者院が処理する対象外にしている｡ なお, ｢消費者基本法施行令｣ 第
28条は, 上記の同条同項同号の ｢大統領令で定める被害救済｣ とは, ｢他
の法律により消費者紛争調停委員会に準ずる紛争調停機構が設置されてい
る場合に, その紛争調停機構に被害救済が申請されているかまたは既にそ





項でも ｢調停仲裁院｣ の ｢医療紛争調停委員会｣ に調停申請されたときに
は ｢医療紛争調停委員会｣ が優先的に調停すべきである｡ したがって,
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(59) ｢韓国消費者院｣ は, まず ｢合意勧告｣ を行い ｢合意｣ の成立しなかっ
た場合に始めて ｢消費者紛争調停委員会｣ に調停を申請し, 紛争調停の内
容を当事者に通知してから受諾したときに調停調書を作成するという構造
となっている点に, ｢医療紛争調停委員会｣ の手続との差が存する (消費
者基本法第65, 67条)｡
(60) 同旨：朴俊秀, 前掲論文, 182頁以下参照；申殷周, ｢『医療事故被害
救済および医療紛争調停等に関する法律』 における調停制度と向後の展望｣,
それ故, ｢消費者院｣ は物品およびサービスの領域から生じる消費者の










しかるに, 以上の特例は, ｢交通事故処理特例法｣ 第３条 (運転手に対
する被害者の反意思不罰主義) と第４条 (保険または共済に加入した場合
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韓国医療法学会誌, 第19巻第１号, 2011.6., 147頁参照 (韓国語)｡
(61) 憲法裁判所, 2009年２月26日, 2005憲マ764, 2008憲マ118 (併合) 全






































































ＤＲ制度は, 23年を経てひとまずいわゆる ｢医療紛争調停仲裁制度｣ の
導入という形で結実したといえよう｡ ｢医療紛争調停法｣ は, 2012年４月
８日から施行されやっと１年を経過した時点である｡ 現時点においては,
過去まる１年間の実績が, 公表された状況にすぎない｡ また, ｢分娩医療
紛争事件｣ を対象とする ｢医療事故補償事業｣ と刑法上の ｢業務上過失致
傷罪｣ に対する ｢被害者反意思不罰主義｣ は, 今年４月８日から施行され
たので, 実際には現時点において ｢医療紛争調停法｣ の全体的な運営状況
やその成果などを判断するのは時期尚早であると言わざるを得ない｡
最後に, ｢医療紛争調停法｣ の構造と特徴, そして法理上の問題点を考
察してきた結果から今後の課題を若干示すことで結びに代えたい｡
まず第一は, ｢医療紛争調停法｣ 上の調停および仲裁制度は, 裁判所と
の繋がりを保たないという観点から ｢司法型ＡＤＲ｣ ではなく, さらに弁
護士会や医師会などの専門家グループから自発的に行われる ｢民間型ＡＤ
Ｒ｣ でもない｡ 政府の出捐金をもって設立され, かつ, 毎年政府から予算
論
説
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(62) 朴俊秀, 前掲論文, 165頁参照｡
を受けて運営するにもかかわらず独立法人として設けられた ｢調停仲裁院｣
は, 保健福祉部長官の指導・監督および指示・命令を受けるようになって
いて, 率直にいえば ｢行政型ＡＤＲ｣ であるといえよう｡ ところが, 政府
の予算状況が悪いとき, または保健福祉部長官が深く関与するときには,
｢調停仲裁院｣ が保健福祉部傘下の一つの政府出捐機関に転落する可能性




第二は, ｢医療紛争調停法｣ は ｢調停｣ 制度を中心に規定し, ｢仲裁｣ 制
度については ｢調停部｣ が調停手続に基づいて運営することとなっている｡
したがって, さる１年間の実績からも伺えるように, ｢仲裁｣ 申請件数は
１件に過ぎないことが分かる｡ ｢調停｣ 制度と ｢仲裁｣ 制度を比較して眺
めてみると, ｢調停｣ より ｢仲裁｣ の方が当事者の合意に充実した制度で
あるものの, その効力もより一層強い｡ なおかつ, ｢仲裁｣ の方が専門家
グループから構成されるＡＤＲであって, 説得力を発揮しうる余地が広い
というのが先進諸国の経験であるが, かえって ｢医療紛争調停法｣ 上の
｢仲裁｣ 制度は ｢調停｣ 制度に据え付けていることに過ぎない｡ もちろん,
韓国のＡＤＲ制度は ｢調停―仲裁｣ の結合型でありかつ ｢訴訟代替手段｣
ではなく ｢判決代替手段｣ であるといっても, ｢調停｣ と ｢仲裁｣ の手続
およびその法的効力にも差が存する点を看過し得ない｡ したがって, ｢調
停｣ と ｢仲裁｣ というＡＤＲが手を取り合って各々本来の機能を果たし得
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第三は, ｢医療紛争調停法｣ は ｢調停仲裁院｣ の医療紛争調停委員会と
｢消費者院｣ の消費者紛争調停委員会を並行的に両立する構造を想定して
いるようである｡ ところが, ｢消費者基本法施行令｣ 第28条は, 消費者が
韓国消費者院に被害救済を申請した後, 他の法律に基づいて設置されてい
る専門の紛争調停機構に被害救済を申請したときには, 韓国消費者院が処
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論説
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Installation and Issue of Korean Medical Dispute Mediation
and Arbitration Agency
Min-kyou Kim
Medical Malpractice Relief and Medical Dispute Mediation Act was en-
acted on April 7, 2011 and launched on April 8, 2012 in Korea. According to
the act, Korean Medical Dispute Mediation and Arbitration Agency was
founded as an independent corporation. As Alternative Dispute Resolution
(ADR) system to resolve medical disputes, it offers ‘mediation’ and ‘arbi-
tration’ services. To operate the ADR system, both Medical Dispute
Mediation Committee and Appraisal Board of Medical Malpractice were cre-
ated and compensations will be provided for accident cases involving child-
birth, one of the medical accidents beyond the control of the doctor. This
legislation aims to be cost and time efficient with regard to resolving medical
disputes and also to introduce no-fault compensation system to childbirth ac-
cident cases.
This study compared the number of medical malpractice cases in the new
one in the district court both in Korea and in Japan and investigated the in-
crease in medical malpractice lawsuits, which led to introduce the Medical
Dispute Mediation Act. This study also reviewed the enactment process and
main contents of the Medical Dispute Mediation Act and drew some charac-
teristics of the Act. Furthermore, this study examined the outcome of the
past one year because it has been a year since the Act was launched. Finally,
problems of the Act were discussed and several prospective issues were sug-
gested.
First, it is difficult to vitalize “arbitration” because the Medical Dispute
Mediation Act has “mediation” function as well as “arbitration” function as
ADR system to resolve medical disputes.
Second, although the Medical Dispute Mediation Act defines to establish
and operate the mutual-aid association for medical malpractices, a legal obli-
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institutions. Thus, it is not strong enough to secure the liability for medical
malpractices.
Third, although the Medical Dispute Mediation Act defines to provide
medical accident compensation, the maximum amount of compensation for
childbirth accident cases beyond the control of the doctor limits to only 30
million won and the amount of compensation is determined upon the extent
of the damage in case of cerebral paralysis. Thus, there may be many cases
that the victims cannot agree that the accident is beyond the control or a mis-
take of a doctor. As a result, the victims will prefer a lawsuit, and medical ac-
cident compensation for childbirth may not be easy to serve its function.
Fourth, the Medical Disputes Mediation Committee is formed with special-
ists in legal profession, medical profession, and civil groups under the
Medical Dispute Mediation Act. In addition, Korea Consumer Agency still
maintains its function as mediating medical disputes. Thus, the Act itself re-
sults in declining the professional mediation of the Committee.
Fifth, after the mediation is complete and the report is written, the
Medical Dispute Mediation Act provides that the victims are not allowed to
prosecute a case for professional negligence resulting in death or injury
against their explicit intention. However, this system may be against the
Constitution because it violates the right of statement and equal rights of the
victims.
